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地方公共団体アンケート調査  

（１） 調査の目的 

景観法関連制度の活用状況（景観計画・景観地区

の内容や計画策定時の課題等）の把握を目的として、

以下の調査を実施した。 

 

・景観形成の取組に関する調査（補足調査） 

・景観計画に関する項目 

・景観地区に関する項目 

 

 

（２） 調査対象・有効回答数 

調査票 調査対象 
有効回

答数 

景観計画に関

する項目 

316 団体：平成 23（2011）

年 9 月 1 日時点で景観計

画を策定（＝告示）した

307 団体 及び 平成 23

（2011）年 9 月 1 日時点

で景観整備機構を指定し

た 59 団体（調査項目は一

部） 

316 

100％ 

景観地区に関

する項目 

平成 23（2011）年 9 月 1

日時点で景観地区を策定

した 18 団体 

18 

100％ 

 

（３） 調査期間 

平成 24（2012）年 2 月 3 日（金）  

～ 平成 22（2010）年 2 月 24 日（金） 

 

 

（景観計画等に関する項目） 

問１．景観計画の内容 

（１）景観計画策定団体・景観計画策定数 

景観計画策定団体数：307団体 

景観計画策定数：315計画 

※岩手県一関市、三重県伊賀市、京都府、福岡県、 

福岡県八女市、大分県日田市では2つ 

滋賀県近江八幡市では3つの景観計画を策定 

景観計画策定団体、計画の名称、告示日、施行日 

・北海道 北海道景観計画(平成 20 年 6 月/平成 20 年 10 月) 

・北海道札幌市 札幌市景観計画(平成 19 年 12 月/平成 20 年 4 月) 

・北海道函館市 函館市景観計画(平成 20 年 10 月) 

・北海道旭川市 旭川市景観計画(平成 19 年 3 月) 

・北海道小樽市 小樽市景観計画(平成 21 年 2 月/平成 21 年 4 月) 

・北海道当別町 当別町景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 6 月) 

・北海道黒松内町 黒松内町景観計画(平成 21 年 4 月/平成 21 年 10 月) 

・北海道長沼町 長沼町美しい景観づくり計画(平成 20 年 4 月/平成 20 年 10 月)

・北海道東川町 東川町景観計画(平成 18 年 11 月/平成 19 年 1 月) 

・北海道清里町 清里町景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 10 月) 

・北海道平取町 平取町景観計画(平成 19 年 4 月) 

・北海道釧路市 釧路市景観計画(平成 21 年 11 月/平成 22 年 4 月) 

・北海道上富良野町 かみふらの景観づくり計画（平成 22 年 11 月/平成 23 年 4 月） 

・青森県 青森県景観計画(平成 18 年 4 月) 

・青森県青森市 青森市景観計画(平成 18 年 9 月) 

・青森県八戸市 八戸市景観計画(平成 18 年 12 月/平成 19 年 7 月) 

・岩手県 岩手県景観計画（平成 22 年 10 月平成 23 年 4 月） 

・岩手県盛岡市 盛岡市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 10 月) 

・岩手県遠野市 遠野市景観計画(平成 19 年 3 月) 

・岩手県一関市 本寺地区景観計画(平成 18 年 3 月/平成 18 年 4 月) 

・岩手県一関市 一関市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 7 月) 

・岩手県平泉町 平泉町景観計画(平成 20 年 4 月) 

・岩手県北上市 
北上市景観計画(平成 21 年 9 月/一部平成 21 年 9 月、残り平成

22 年 4 月) 

・岩手県奥州市 
奥州市平泉文化揺籃（ようらん）の地景観計画（平成 23 年 7 月/

平成 23 年 10 月） 

・宮城県仙台市 仙台市「杜の都」景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 7 月) 

・宮城県登米市 登米市景観計画（平成 23 根 2 月） 

・秋田県秋田市 秋田市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 4 月) 

・山形県 山形県景観計画(平成 20 年 5 月/平成 20 年 7 月) 

・山形県米沢市 米沢市景観計画(平成 22 年 6 月/平成 22 年 9 月) 

・山形県鶴岡市 鶴岡市景観計画(平成 20 年 5 月/平成 20 年 7 月) 

・山形県酒田市 酒田市景観計画(平成 20 年 2 月/平成 20 年 4 月) 

・山形県大江町 大江町景観計画(平成 19 年 9 月) 

・山形県長井市 長井市景観計画（平成 23 年 4 月/平成 23 年 7 月） 

・福島県 福島県景観計画(平成 21 年 8 月/平成 21 年 10 月) 

・福島県喜多方市 喜多方市景観計画(平成 21 年 12 月/平成 22 年 4 月) 

・福島県白河市 白河市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 4 月） 

・茨城県水戸市 水戸市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 4 月) 

・茨城県牛久市 
牛久市景観計画(平成 21 年 12 月/一部平成 22 年 1 月、残り平成

22 年 4 月) 

・茨城県つくば市 つくば市景観計画(平成 19 年 10 月) 

・茨城県守谷市 守谷市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 4 月) 

・栃木県宇都宮市 宇都宮市景観計画(平成 19 年 9 月/平成 20 年 1 月) 

・栃木県足利市 足利市景観計画(平成 21 年 12 月/平成 22 年 10 月) 

・栃木県日光市 日光市景観計画(平成 20 年 4 月/平成 20 年 8 月) 

・栃木県小山市 小山市景観計画(平成 19 年 10 月/平成 20 年 4 月) 

・栃木県那須塩原市 那須塩原市景観計画(平成 21 年 4 月/平成 22 年 4 月) 

・栃木県那須町 那須町景観計画(平成 20 年 3 月) 

・栃木県高根沢町 高根沢町景観計画（平成 23 年 8 月/平成 24 年 4 月） 

景観形成の取組に関する調査 

（補足調査） 

（平成 23 年 9 月 1 日時点） 
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・群馬県前橋市 前橋市景観計画(平成 21 年 10 月/平成 22 年 7 月) 

・群馬県高崎市 高崎市景観計画(平成 21 年 4 月/平成 21 年 6 月) 

・群馬県伊勢崎市 美しいせさき景観計画(平成 19 年 3 月/平成 20 年 4 月) 

・群馬県太田市 
太田市景観計画(平成 22 年 4 月/一部平成 22 年 4 月、残り平成

23 年 1 月) 

・群馬県富岡市 富岡市景観計画(平成 21 年 10 月) 

・群馬県板倉町 板倉町風景計画(平成 22 年 6 月/平成 22 年 10 月) 

・群馬県川場村 川場村景観計画（平成 22 年 10 月） 

・群馬県高山村 高山村景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 4 月） 

・群馬県中之条町 中之条町景観計画（平成 22 年 11 月/平成 23 年 1 月） 

・群馬県甘楽町 甘楽町景観計画（平成 23 年 3 月） 

・埼玉県 埼玉県景観計画(平成 19 年 8 月/平成 20 年 4 月) 

・埼玉県さいたま市 さいたま市景観計画(平成 22 年 4 月/平成 22 年 10 月) 

・埼玉県熊谷市 熊谷市景観計画（条例なし）(平成 21 年 3 月/平成 22 年 1 月) 

・埼玉県川口市 川口市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 10 月) 

・埼玉県秩父市 秩父市まちづくり景観計画(平成 19 年 8 月/平成 20 年 4 月) 

・埼玉県草加市 草加市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 10 月) 

・埼玉県戸田市 戸田市景観計画（条例なし）(平成 21 年 4 月/平成 22 年 3 月) 

・埼玉県八潮市 八潮市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 7 月) 

・埼玉県和光市 和光市景観計画(平成 21 年 12 月/平成 22 年 4 月) 

・埼玉県新座市 新座市景観計画(平成 22 年 5 月/平成 22 年 10 月) 

・埼玉県三郷市 三郷市景観計画（平成 22 年 9 月/平成 23 年 4 月） 

・埼玉県所沢市 
所沢市ひと・まち・みどりの景観計画（平成 22 年 12 月/平成 23 年

7 月） 

・埼玉県志木市 志木市景観計画（平成 22 年 9 月/平成 23 年 4 月） 

・千葉県千葉市 
千葉市景観計画（平成 22 年 12 月/一部平成 22 年 12 月、残り平

成 23 年 8 月） 

・千葉県市川市 市川市景観計画(平成 18 年 4 月/平成 18 年 7 月) 

・千葉県船橋市 船橋市景観計画(平成 22 年 3 月/平成 22 年 7 月) 

・千葉県柏市 柏市景観計画(平成 19 年 11 月/平成 20 年 4 月) 

・千葉県市原市 市原市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 4 月) 

・千葉県流山市 流山市景観計画(平成 19 年 12 月/平成 20 年 4 月) 

・千葉県我孫子市 我孫子市景観形成基本計画(平成 18 年 10 月/平成 18 年 11 月)

・千葉県浦安市 浦安市景観計画(平成 21 年 6 月/平成 21 年 7 月) 

・千葉県松戸市 松戸市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 6 月） 

・東京都 東京都景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 4 月) 

・東京都港区 港区景観計画(平成 21 年 8 月/平成 21 年 10 月) 

・東京都新宿区 新宿区景観まちづくり計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 4 月) 

・東京都墨田区 墨田区景観計画(平成 21 年 10 月/平成 21 年 11 月) 

・東京都江東区 江東区景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 4 月) 

・東京都目黒区 目黒区景観計画(平成 22 年 3 月/平成 22 年 4 月) 

・東京都世田谷区 風景づくり計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 4 月) 

・東京都杉並区 杉並区景観計画(平成 22 年 4 月/平成 22 年 6 月) 

・東京都足立区 足立区景観計画(平成 21 年 5 月/平成 21 年 6 月) 

・東京都品川区 品川区景観計画（平成 22 年 10 月/平成 23 年 4 月） 

・東京都江戸川区 江戸川区景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 4 月） 

・東京都板橋区 板橋区景観計画（平成 23 年 8 月） 

・東京都練馬区 練馬区景観計画（平成 23 年 7 月/平成 23 年 8 月） 

・東京都府中市 府中市景観計画(平成 20 年 4 月) 

・東京都町田市 町田市景観計画(平成 21 年 12 月/平成 22 年 1 月) 

・神奈川県横浜市 横浜市景観計画(平成 19 年 10 月/平成 20 年 4 月) 

・神奈川県川崎市 川崎市景観計画(平成 19 年 12 月/平成 20 年 7 月) 

・神奈川県相模原市 相模原市景観計画(平成 22 年 4 月) 

・神奈川県横須賀市 横須賀市景観計画(平成 18 年 6 月/平成 18 年 7 月) 

・神奈川県平塚市 平塚市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 4 月) 

・神奈川県鎌倉市 鎌倉市景観計画(平成 19 年 1 月) 

・神奈川県藤沢市 藤沢市景観計画(平成 19 年 1 月/平成 19 年 4 月) 

・神奈川県小田原市 小田原市景観計画(平成 17 年 12 月/平成 18 年 2 月) 

・神奈川県茅ヶ崎市 茅ヶ崎市景観計画(平成 20 年 7 月/平成 20 年 10 月) 

・神奈川県逗子市 逗子市景観計画(平成 18 年 6 月/平成 18 年 7 月) 

・神奈川県秦野市 ふるさと秦野生活美観計画(平成 18 年 4 月) 

・神奈川県厚木市 厚木市景観計画(平成 22 年 3 月/平成 22 年 10 月) 

・神奈川県海老名市 海老名市景観推進計画(平成 21 年 10 月) 

・神奈川県大和市 大和市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 10 月) 

・神奈川県座間市 座間市景観計画(平成 20 年 8 月/平成 20 年 10 月) 

・神奈川県葉山町 葉山町景観計画(条例なし)(平成 22 年 6 月/平成 22 年 7 月) 

・神奈川県大磯町 大磯町景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 4 月) 

・神奈川県箱根町 箱根町景観計画(平成 21 年 4 月/平成 21 年 6 月) 

・神奈川県真鶴町 真鶴町景観計画(平成 18 年 5 月/平成 18 年 6 月) 

・神奈川県湯河原町 湯河原町景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 4 月) 

・山梨県山中湖村 山中湖村景観計画(平成 22 年 5 月/平成 22 年 8 月) 

・山梨県北社市 北社市景観計画（平成 22 年 12 月/平成 23 年 10 月） 

・山梨県南アルプス市 南アルプス市景観計画（平成 23 年 1 月/平成 23 年 4 月） 

・長野県 長野県景観育成計画(平成 17 年 12 月/平成 18 年 4 月) 

・長野県長野市 長野市景観計画(平成 19 年 7 月/平成 20 年 1 月) 

・長野県松本市 松本市景観計画(平成 20 年 2 月/平成 20 年 4 月) 

・長野県飯田市 飯田市景観計画(平成 19 年 10 月/平成 20 年 1 月) 

・長野県諏訪市 諏訪市景観計画(平成 21 年 10 月) 

・長野県茅野市 茅野市景観計画(平成 22 年 3 月/平成 22 年 4 月) 

・長野県佐久市 佐久市景観計画(平成 21 年 9 月/平成 21 年 10 月) 

・長野県千曲市 千曲市景観計画(平成 21 年 7 月/平成 21 年 8 月) 

・長野県小布施町 小布施町景観計画(平成 18 年 3 月/平成 18 年 4 月) 

・長野県高山村 高山村景観計画(平成 20 年 9 月/平成 20 年 10 月) 

・長野県安曇野市 安曇野市景観計画（平成 23 年 2 月/平成 23 年 4 月） 

・長野県小諸市 小諸市景観計画（平成 23 年 2 月/平成 23 年 4 月） 

・新潟県新潟市 新潟市景観計画(平成 19 年 2 月/平成 19 年 4 月) 

・新潟県新発田市 新発田市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 7 月) 

・新潟県上越市 上越市景観計画(平成 21 年 7 月) 

・新潟県佐渡市 佐渡市景観計画(平成 22 年 1 月/平成 22 年 4 月) 

・富山県富山市 富山市景観計画（平成 23 年 6 月/平成 23 年 7 月） 

・富山県高岡市 高岡市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 10 月) 

・石川県 石川県景観計画(平成 20 年 7 月/平成 21 年 1 月) 

・石川県金沢市 金沢市景観計画(平成 21 年 7 月/平成 21 年 10 月) 

・石川県七尾市 七尾市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 1 月) 

・石川県小松市 小松市景観計画(平成 22 年 6 月/平成 22 年 7 月) 

・石川県輪島市 輪島市景観計画(平成 22 年 3 月/平成 22 年 4 月) 

・石川県白山市 白山市景観計画（平成 22 年 12 月） 

・石川県加賀市 加賀市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 4 月） 

・岐阜県岐阜市 岐阜市景観計画(平成 21 年 10 月/平成 22 年 1 月) 

・岐阜県大垣市 大垣市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 5 月) 

・岐阜県高山市 高山市景観計画(平成 18 年 12 月) 

・岐阜県多治見市 多治見市風景づくり計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 7 月) 

・岐阜県中津川市 中津川市景観計画(平成 19 年 7 月) 

・岐阜県美濃市 美濃市景観計画(平成 22 年 1 月/平成 22 年 4 月) 

・岐阜県美濃加茂市 美濃加茂市景観計画(平成 22 年 4 月/平成 22 年 7 月) 

・岐阜県各務原市 各務原市景観計画(平成 18 年 3 月/平成 18 年 10 月) 

・岐阜県可児市 可児市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 4 月) 

・岐阜県下呂市 下呂市景観計画(平成 20 年 3 月) 

・岐阜県白川村 白川村景観計画(平成 20 年 3 月) 

・岐阜県群山市 群山市景観計画（平成 23 年 4 月） 

・静岡県静岡市 静岡市景観計画(平成 20 年 4 月/平成 20 年 10 月) 

・静岡県浜松市 浜松市景観計画(平成 20 年 11 月/平成 21 年 4 月) 

・静岡県熱海市 熱海市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 5 月) 

・静岡県三島市 三島市景観計画(平成 21 年 3 月) 

・静岡県富士宮市 富士宮市景観計画(平成 21 年 10 月/平成 22 年 1 月) 

・静岡県富士市 
富士市景観計画(平成 21 年 7 月/一部平成 21 年 7 月、残り平成

21 年 10 月) 

・静岡県袋井市 袋井市景観計画(平成 21 年 9 月/平成 22 年 4 月) 

・静岡県下田市 下田市景観計画(平成 21 年 12 月) 

・静岡県湖西市 新居町景観計画(平成 21 年 12 月/平成 22 年 2 月) 

・静岡県掛川市 掛川市景観計画（平成 22 年 10 月） 

・静岡県沼津市 沼津市景観計画（平成 22 年 12 月/平成 23 年 4 月） 

・愛知県名古屋市 名古屋市景観計画(平成 19 年 3 月) 

・愛知県豊田市 豊田市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 4 月) 

・愛知県犬山市 犬山市景観計画(平成 20 年 4 月) 

・愛知県常滑市 常滑市やきもの散歩道地区景観計画(平成 22 年 4 月) 

・愛知県半田市 半田市ふるさと景観計画（平成 22 年 7 月/平成 23 年 1 月） 

・愛知県瀬戸市 瀬戸市景観計画（平成 22 年 10 月） 

・愛知県みよし市 
みどりと景観計画（平成 23 年 3 月/一部平成 24 年 4 月、残り平成

23 年 7 月） 

・三重県 三重県景観計画(平成 19 年 12 月/平成 20 年 4 月) 

・三重県四日市市 四日市市景観計画(平成 20 年 2 月/平成 20 年 4 月) 

・三重県伊勢市 伊勢市景観計画(平成 21 年 5 月/平成 21 年 10 月) 

・三重県松阪市 松阪市景観計画(平成 20 年 10 月/平成 21 年 1 月) 

・三重県伊賀市 伊賀市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 1 月) 

・三重県伊賀市 伊賀街道・大和街道沿線及び寺町地区景観計画(平成 20 年 12 月
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/平成 21 年 1 月) 

・三重県鈴鹿市 鈴鹿市景観計画（平成 22 年 10 月/平成 23 年 1 月） 

・三重県桑名市 桑名市景観計画（平成 23 年 4 月/平成 23 年 10 月） 

・三重県亀山市 亀山市景観計画（平成 23 年 7 月/平成 23 年 9 月） 

・福井県福井市 福井市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 10 月) 

・福井県小浜市 小浜市景観計画(平成 19 年 12 月/未定) 

・福井県大野市 大野市景観計画(平成 19 年 5 月) 

・福井県越前市 越前市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 10 月) 

・福井県坂井市 坂井市景観計画(平成 20 年 11 月/平成 21 年 4 月) 

・福井県永平寺町 永平寺町景観計画(平成 20 年 5 月/条例施行日予定) 

・滋賀県 滋賀県景観計画(平成 20 年 5 月/平成 21 年 3 月) 

・滋賀県大津市 大津市景観計画(平成 18 年 2 月/平成 18 年 10 月) 

・滋賀県彦根市 彦根市景観計画(平成 19 年 6 月) 

・滋賀県長浜市 長浜市景観まちづくり計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 9 月) 

・滋賀県近江八幡市 
近江八幡市風景計画（水郷風景計画編）(平成 17 年 7 月/平成 17

年 9 月) 

・滋賀県近江八幡市 
近江八幡市風景計画（伝統的風景計画編）(平成 19 年 8 月/平成

19 年 10 月) 

・滋賀県近江八幡市 
近江八幡市風景計画 

（市街地風景計画編）(条例なし)(平成 21 年 9 月/未定) 

・滋賀県守山市 守山市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 6 月) 

・滋賀県栗東市 
百年先のあなたに手渡す栗東市景観計画(平成 20 年 6 月/平成

21 年 4 月) 

・滋賀県高島市 高島市景観計画(平成 19 年 10 月) 

・滋賀県東近江市 東近江市景観計画（平成 23 年 2 月/平成 23 年 4 月） 

・京都府 
関西文化学術研究都市（京都府域）における景観の形成に関する

計画(平成 20 年 9 月/平成 20 年 10 月) 

・京都府 天橋立周辺地域景観計画(平成 20 年 9 月/平成 20 年 11 月) 

・京都府京都市 京都市景観計画(平成 17 年 12 月) 

・京都府宇治市 宇治市景観計画(平成 20 年 4 月/平成 20 年 7 月) 

・京都府宮津市 
天橋立周辺地域景観計画（府策定の計画を継承し施行）(/平成

20 年 11 月) 

・京都府長岡京市 長岡京市景観計画(平成 20 年 4 月/平成 21 年 7 月) 

・大阪府 大阪府景観計画(平成 20 年 9 月/平成 20 年 10 月) 

・大阪府大阪市 大阪市景観計画(平成 18 年 2 月/平成 18 年 10 月) 

・大阪府堺市 堺市景観計画（平成 23 年 6 月/平成 23 年 12 月） 

・大阪府岸和田市 岸和田市景観計画(平成 22 年 7 月/平成 22 年 10 月) 

・大阪府豊中市 豊中市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 21 年 4 月) 

・大阪府吹田市 
吹田市景観まちづくり計画を推進するための景観形成基準(平成

21 年 3 月/平成 21 年 4 月) 

・大阪府高槻市 高槻市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 10 月) 

・大阪府箕面市 箕面市景観計画(平成 19 年 10 月/平成 20 年 4 月) 

・大阪府太子町 太子町景観計画(平成 20 年 4 月/平成 21 年 7 月) 

・大阪府寝屋川市 寝屋川市景観計画（平成 22 年 8 月/平成 22 年 9 月） 

・兵庫県神戸市 神戸市景観計画(平成 18 年 2 月) 

・兵庫県姫路市 姫路市景観計画(平成 19 年 12 月/平成 20 年 4 月) 

・兵庫県西宮市 西宮市景観計画(平成 21 年 5 月/平成 21 年 10 月) 

・兵庫県伊丹市 伊丹市景観計画(平成 18 年 3 月/平成 18 年 12 月) 

・兵庫県三田市 三田市新市街地景観計画（平成 22 年７月/平成 22 年 11 月） 

・兵庫県篠山市 篠山市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 4 月） 

・奈良県 奈良県景観計画(平成 21 年 5 月/平成 21 年 11 月) 

・奈良県奈良市 奈良市景観計画(平成 22 年 1 月/平成 22 年 4 月) 

・奈良県橿原市 橿原市景観計画(平成 18 年 12 月/平成 19 年 4 月) 

・奈良県明日香村 明日香村景観計画（平成 23 年 3 月/平成 24 年 4 月） 

・奈良県斑鳩町 斑鳩町景観計画（平成 23 年 2 月平成 23 年 10 月） 

・奈良県生駒市 生駒市景観計画（平成 23 年 4 月/平成 23 年 11 月） 

・和歌山県 和歌山県景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 1 月) 

・和歌山県高野町 高野町景観計画(平成 21 年 3 月) 

・鳥取県 鳥取県景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 10 月) 

・鳥取県鳥取市 
鳥取市景観計画(平成 20 年 3 月/一部平成 20 年 3 月、残り平成

21 年 10 月) 

・鳥取県米子市 米子市景観計画(平成 21 年 11 月/平成 22 年 1 月) 

・鳥取県倉吉市 倉吉市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 10 月) 

・島根県松江市 松江市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 4 月) 

・島根県出雲市 
出雲市景観計画(平成 20 年 3 月/一部平成 20 年 4 月、残り平成

20 年 10 月) 

・島根県大田市 大田市景観計画(平成 22 年 1 月/平成 22 年 4 月) 

・島根県津和野町 津和野町景観計画(平成 20 年 9 月/平成 21 年 4 月) 

・岡山県 晴れの国おかやま景観計画(平成 19 年 9 月/平成 20 年 4 月) 

・岡山県岡山市 岡山市景観計画(平成 19 年 12 月/平成 20 年 4 月) 

・岡山県倉敷市 倉敷市景観計画(平成 21 年 9 月/平成 22 年 1 月) 

・岡山県瀬戸内市 瀬戸内市景観計画(平成 21 年 2 月/平成 21 年 4 月) 

・岡山県早島町 早島町景観計画(平成 19 年 4 月/平成 19 年 7 月) 

・岡山県真庭市 真庭市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 24 年 4 月） 

・広島県呉市 呉市景観計画(平成 20 年 1 月/平成 20 年 3 月) 

・広島県尾道市 尾道市景観計画(平成 18 年 11 月/平成 19 年 4 月) 

・広島県三次市 三次市景観計画(平成 19 年 4 月/平成 19 年 10 月) 

・山口県宇部市 宇部市景観計画(平成 19 年 2 月/平成 19 年 4 月) 

・山口県萩市 萩市景観計画(平成 19 年 10 月/平成 19 年 12 月) 

・山口県下関市 下関市景観計画（平成 22 年 8 月/平成 23 年 4 月） 

・山口県周南市 周南市景観計画（平成 23 年 8 月/一部平成 23 年 8 月） 

・徳島県上勝町 上勝町樫原地区景観計画(平成 21 年 5 月) 

・徳島県三好市 
三好市景観計画（平成 23 年 3 月/一部平成 23 年 4 月、残り平成

24 年 4 月） 

・香川県丸亀市 丸亀市景観計画（平成 23 年 2 月/平成 23 年 10 月） 

・香川県土庄町 土庄町景観計画（平成 23 年 4 月/平成 23 年 6 月） 

・愛媛県松山市 松山市景観計画(平成 22 年 3 月/平成 22 年 6 月) 

・愛媛県宇和島市 宇和島市遊子水荷浦地区景観計画(平成 19 年 4 月) 

・愛媛県大洲市 大洲市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 7 月) 

・愛媛県上島町 上島町景観計画(平成 20 年 10 月/平成 21 年 4 月) 

・愛媛県内子町 内子町景観まちづくり計画(平成 20 年 9 月) 

・高知県高知市 高知市景観計画(平成 21 年 11 月/平成 22 年 4 月) 

・高知県四万十市 四万十川景観計画(平成 20 年 10 月) 

・高知県中土佐町 中土佐町景観計画(平成 20 年 7 月) 

・高知県梼原町 梼原町景観計画(平成 20 年 6 月) 

・高知県津野町 津野町景観計画(平成 20 年 7 月/平成 20 年 8 月) 

・高知県四万十町 四万十町景観計画(平成 20 年 8 月/平成 20 年 9 月) 

・福岡県 矢部川流域景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 7 月) 

・福岡県 筑後川流域景観計画（平成 22 年 10 月/平成 23 年 1 月） 

・福岡県北九州市 北九州市景観計画(平成 20 年 7 月/平成 21 年 4 月) 

・福岡県久留米市 久留米市景観計画（平成 22 年 12 月/平成 23 年 4 月） 

・福岡県豊前市 豊前市景観計画(平成 21 年 6 月/平成 21 年 7 月) 

・福岡県八女市 八女市文化的景観計画(平成 22 年 6 月/平成 22 年 9 月) 

・福岡県八女市 矢部川流域景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 7 月) 

・福岡県太宰府市 太宰府市景観計画（平成 22 年 12 月） 

・佐賀県佐賀市 佐賀市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 23 年 4 月予定) 

・佐賀県唐津市 唐津市景観計画(平成 20 年 1 月/平成 20 年 4 月) 

・佐賀県武雄市 武雄市景観計画(平成 20 年 6 月/平成 20 年 7 月) 

・長崎県 長崎県景観計画（平成 23 年 4 月/平成 24 年 4 月） 

・長崎県長崎市 長崎市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 4 月） 

・長崎県島原市 島原市景観計画(平成 21 年 7 月/平成 21 年 9 月) 

・長崎県平戸市 平戸市景観計画(平成 21 年 2 月/平成 21 年 7 月) 

・長崎県小値賀町 小値賀町景観計画(平成 21 年 12 月/平成 22 年 4 月) 

・長崎県新上五島町 新上五島町景観計画(平成 21 年 10 月/平成 21 年 11 月) 

・長崎県佐世保市 佐世保市景観計画（平成 22 年 9 月/平成 23 年 1 月） 

・長崎県南島原市 南島原市景観計画（平成 22 年 10 月/平成 23 年 4 月） 

・長崎県五島市 五島市景観計画（平成 22 年 12 月） 

・熊本県 熊本県景観計画(平成 20 年 1 月/平成 20 年 4 月) 

・熊本県熊本市 熊本市景観計画(平成 21 年 10 月/平成 22 年 1 月) 

・熊本県山鹿市 山鹿市景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 4 月) 

・熊本県天草市 天草市景観計画(平成 21 年 3 月/平成 21 年 4 月) 

・熊本県山都町 山都町景観計画(平成 20 年 4 月) 

・熊本県苓北町 苓北町景観計画(平成 20 年 12 月/平成 21 年 4 月) 

・大分県大分市 大分市景観計画(平成 19 年 3 月/平成 19 年 7 月) 

・大分県別府市 別府市景観計画(平成 20 年 3 月/平成 20 年 7 月) 

・大分県中津市 
中津市景観計画(平成 22 年 3 月/一部平成 22 年 4 月、残り平成

22 年 9 月) 

・大分県日田市 日田小鹿田焼の里景観計画(平成 19 年 9 月) 

・大分県日田市 日田市景観計画（平成 23 年 6 月/平成 21 年 4 月予定） 

・大分県豊後高田市 田染荘小崎景観計画(平成 22 年 1 月/平成 22 年 4 月) 

・大分県由布市 湯の坪街道周辺地区景観計画(平成 20 年 10 月) 

・大分県臼杵市 臼杵市景観計画（平成 23 年 5 月/平成 23 年 6 月） 

・宮崎県宮崎市 宮崎市景観計画(平成 19 年 10 月/平成 20 年 1 月) 

・宮崎県日南市 港町油津景観計画(平成 19 年 10 月/平成 19 年 11 月) 

・宮崎県日向市 細島地区景観計画(平成 22 年 4 月/平成 22 年 10 月) 

・宮崎県西都市 西都市景観計画(平成 22 年 3 月/平成 22 年 4 月) 

・宮崎県綾町 綾町景観形成計画(平成 19 年 9 月/平成 19 年 10 月) 
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・宮崎県延岡市 延岡市景観計画（平成 23 年 4 月/平成 23 年 10 月） 

・鹿児島県鹿児島市 鹿児島市景観計画(平成 19 年 12 月/平成 20 年 6 月) 

・鹿児島県出水町 
出水市景観計画(平成 22 年 3 月/一部平成 22 年 4 月、残り平成

22 年 10 月) 

・鹿児島県薩摩川内

市 

薩摩川内市ふるさと景観計画(平成 20 年 11 月/一部平成 21 年 4

月、残り平成 21 年 10 月) 

・沖縄県石垣市 石垣市風景計画(平成 19 年 4 月/平成 19 年 6 月) 

・沖縄県浦添市 浦添市景観まちづくり計画(平成 19 年 7 月/平成 20 年 1 月) 

・沖縄県読谷村 読谷村景観計画(平成 21 年 4 月/平成 21 年 6 月) 

・沖縄県宮古島市 宮古島市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 10 月） 

・沖縄県うるま市 うるま市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 7 月） 

・沖縄県本部町 本部市景観計画（平成 23 年 3 月/平成 23 年 9 月） 

・沖縄県那覇市 那覇市景観計画（平成 23 年 5 月/平成 24 年 4 月） 

・沖縄県宜野座村 宜野座村景観むらづくり計画（平成 23 年 4 月/平成 23 年 10 月）

計 307団体（315計画） 
 

 

景観計画策定団体の内訳 

都道府県

6.5%（20団体） 政令市

5.5%（17団体）

中核市

9.8%（30団体）

その他の市町村

78.2%（240団体）

 

（２） 景観計画の策定･変更の提案件数 

平成23年9月1日現在までの件数 

１） 景観計画の策定の提案（法第１１条）件数 

 
景観計画の策定の提案件数 

・北海道函館市 函館市景観計画 1件 

・埼玉県熊谷市 熊谷市景観計画 1件 

・埼玉県八潮市 八潮市景観計画 1件 

・千葉県浦安市 浦安市景観計画 1件 

・神奈川県大和市 大和市景観計画 1件 

・石川県加賀市 加賀市景観計画 1件 

・岐阜県白川村 白川村景観計画 1件 

・静岡県富士宮市 富士宮市景観計画 1件 

・三重県鈴鹿市 鈴鹿市景観計画 1件 

・福井県越前市 越前市景観計画 1件 

・滋賀県守山市 守山市景観計画 1件 

・奈良県斑鳩町 斑鳩町景観計画 1件 

・香川県丸亀市 丸亀市景観計画 1件 

・福岡県太宰府市 太宰府市景観計画 1件 

・長崎県南島原市 南島原市景観計画 1件 

・長崎県五島市 五島市景観計画 1件 

・沖縄県石垣市 石垣市景観計画 1件 

計 17計画 17件 

 
 

２） 景観計画の変更（法第１１条）の提案件数 

 

景観計画の変更の提案件数 
・大阪府高槻市 高槻市景観計画 1件 

・長崎県新上五島町 新上五島町景観計画 1件 

・長崎県五島市 五島市景観計画 1件 

・大分県中津市 中津市景観計画 2件 

計 4計画 5件 

 
 

 
 

 
 

（３） 景観計画の策定目的 

 

276 

219 

250 

227 

181 

119 

18 

128 

38 

18 

0 50 100 150 200 250 300 350

良好な自然景観を保全するため

歴史的な街並みを保全するため

良好な住環境を保全するため

景観の悪化を抑制するため

市街地の拠点等で良好な景観を創出するため

新たに開発する地域等で良好な景観を創出する

ため

建築紛争を防止するため

自主条例を景観計画に移行して、法的根拠を付

与するため

文化的景観の指定を受けるため

その他

（計画）

 

（４） 景観計画区域の概要 

１） 景観計画区域の設定状況 

 
景観計画の対象区域の設定状況 

（行政区域の全域または一部） 

全域

91.2%（280団体）

一部

8.5%（26団体）

無回答

0.3%（1団体）

 

 

２） 景観計画区域の細分化の有無 

① 区域ごとでの景観形成基準の設定の有無 

 
景観計画区域の細分化の有無 <景観形成基準>  

 

区域ごとに景観形

成基準を策定して

いる（重点地区の設

定を含みます）, 
76.2%（240計画）

区域ごとには景観

形成基準を策定し

ていない, 23.8%
（75計画）

無回答, 0.0%
（0計画）
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② 区域ごとの届出対象行為の設定の有無 

 
景観計画区域の細分化の有無 <届出対象行為> 

区域ごとに届出対

象行為を設定して

いる（重点区域の設

定を含みます）, 
59.0%（186計画）

区域ごとには届出

対象行為を設定し

ていない, 40.6%
（128計画）

無回答, 0.3%
（1計画）

 

 

３） 景観計画区域の要件への該当 （複数回答） 

 

景観計画区域の要件への該当 

305 

308 

151 

162 

183 

0 

0 50 100 150 200 250 300 350

現にある良好な景観の保全

（法第8条第1項第1号）

地域の特性にふさわしい良好な景観の形成

（同項第2号）

地域間交流の拠点で、交流の促進に資する良好な景観形成

（同項第3号）

住宅市街地開発等新たな良好な景観の創出

（同項第4号）

不良な景観が形成されるおそれ

（同項第5号）

無回答

（計画）

 

（５） 景観計画区域内の届出対象行為 

１） 景観計画区域内の届出対象行為 

届出対象行為として位置づけている項目（複数回答） 

 

届出対象行為の設定状況

314 

313 

240 

213 

146 

0 

188 

54 

33 

0 

0 

0 50 100 150 200 250 300 350

建築物の建築等

（法第16条第1項第1号）

工作物の建設等

（法第16条第1項第2号）

開発行為

（法第16条第2項第3号）

土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採等土地の形質の

変更（法第16条第2項第4号、令第4条第1号）

木竹の植栽又は伐採

（法第16条第2項第4号、令第4条第2号）

さんごの採取

（法第16条第2項第4号、令第4条第3号）

屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆

積（法第16条第2項第4号、令第4条第4号）

水面の埋立て又は干拓

（法第16条第2項第4号、令第4条第5号）

特定照明

（法第16条第2項第4号、令第4条第6号）

火入れ

（法第16条第2項第4号、令第4条第7号）

無回答

（計画）

 

 

 

 

 

２） 特定届出対象行為の設定状況 

届出対象行為の「全て」としているか、「区域又は規模を限

定するなど一部」としているか、「設定していない」か。 

 

特定届出対象行為の設定状況

全て, 56.5%
（178計画）

一部（区域又は規

模を限定）, 27.0%
（85計画）

なし, 14.3%
（45計画）

無回答, 2.2%
（7計画）

 

 

 

（６） 景観形成基準として定めている項目 

景観形成基準について、定めている項目全て（複数回答）

 

 

景観形成基準の設定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

244

209

228

194

170

17

312

63

300

307

88

286

286

0 50 100 150 200 250 300 350

建築物の高さ

工作物の高さ

壁面の位置

建築物の最低敷地規模

建築物の形態意匠の制限

（うち、色彩の制限）

（うち、形態等の制限）

工作物の形態意匠の制限

（うち、色彩の制限）

（うち、形態等の制限）

建築物・工作物のその他の制限

（計画）

うち、 
マンセル値を用いた基準 

うち、 
マンセル値を用いた基準 
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景観形成基準の設定状況（詳細）

228 

194 

170 

17 

186 

263 

249 

245 

214 

300 

224 

205 

40 

255 

115 

232 

316 

243 

227 

44 

234 

209 

297 

209 

48 

126 

225 

164 

257 

25 

14 

225 

182 

196 

53 

52 

0 

25 

0 

0 50 100 150 200 250 300 350

1）建築物の高さ（法第８条第４項第２号ロ）

2）工作物の高さ（法第８条第４項第２号ロ）

3）壁面の位置（法第８条第４項第２号ハ）

4）建築物の最低敷地規模（法第８条第４項第２号ハ）

5）形態意匠・その他（法第８条第４項第２号イ）（法第８条

第４項第２号ニ）①全般（共通事項）

5）②建築物（配置・規模等）

5）③工作物（配置・規模等）

5）④建築物（屋根）④-1形状

5）④建築物（屋根）④-2素材

5）④建築物（屋根）④-3色彩

5）④建築物（屋根）④-4うち、マンセル値活用

5）④建築物（屋根）④-5屋上設備

5）④建築物（屋根）④-6屋上緑化

5）⑤建築物（外壁）⑤-1壁面の形態・意匠

5）⑤建築物（外壁）⑤-2低層部の形態・意匠

5）⑤建築物（外壁）⑤-3素材

5）⑤建築物（外壁）⑤-4色彩

5）⑤建築物（外壁）⑤-5うち、マンセル値活用

5）⑤建築物（外壁）⑤-6設備、屋外階段

5）⑤建築物（外壁）⑤-7壁面緑化

5）⑥工作物⑥-1形状

5）⑥工作物⑥-2素材

5）⑥工作物⑥-3色彩

5）⑥工作物⑥-4うち、マンセル値活用

5）⑥工作物⑥-5壁面緑化・屋上緑化

5）⑦外構⑦-1空地などの確保

5）⑦外構⑦-2門・塀・垣・柵

5）⑦外構⑦-3駐車場（平面・立体）

5）⑦外構⑦-4緑化(屋上緑化,壁面緑化を除く)

5）⑧建築物その他

5）⑨工作物その他

5）⑩土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採等、土地の形

質の変更

5）⑪木材の植栽又は伐採、緑化

5）⑫屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件

の堆積

5）⑬水面の埋立て又は干拓

5）⑭特定照明

5）⑮火入れ

5）⑯その他

無回答

（計画）

 

 

 

 

 

（７） 景観法委任条例の概要 

１） 景観法委任条例の有無 

 
景観法委任条例の有無 

あり, 97.4%

（299団体）

なし, 2.6%

（8団体）

 

２） 当該条例において定めている法委任事項について 

複数の条例がある場合は、それぞれについて回答 

 
景観法委任条例において定めている法委任事項

225 

116 

250 

274 

269 

177 

146 

174 

146 

17 

10 

8 

7 

5 

7 

7 

4 

1 

1 

5 

5 

3 

5 

8 

6 

1 

2 

1 

0 100 200 300

法第9条第7項景観計画策定手続

法第11条第2項景観計画提案団体

法第16条第1項第4号届出対象行為の追加

法第16条第7項第11号届出適用除外行為

第17条第1項特定届出対象行為

法第21条第2項景観重要建造物の標識

法第25条第2項景観重要建造物の管理の基準

法第30条第2項景観重要樹木の標識

法第33条第2項景観重要樹木の管理の基準

法第67条景観地区の認定の手続き

法第69条第1項第5項認定手続を除外する建築物

法第72条第1項景観地区内の工作物の形態意匠の制限

法第72条第2項景観地区工作物制限条例（認定の仕組み等）

法第72条第3項景観地区工作物制限条例で、認定の手続付加

法第72条第4項景観地区工作物制限条例で、違反是正のため

の措置

法第72条第5項景観地区工作物制限条例で、処分に係る工事

請負人の氏名等の監督者への通知

法第73条第1項景観地区内の開発行為その他の制限に関する

規制

法第75条第1項準景観地区内の良好な景観を保全するための

規制

法第75条第2項準景観地区内の開発行為等の規制

法第76条第1項地区計画等の区域内の建築物等の形態意匠の

制限

法第76条第3項地区計画等形態意匠条例（認定の仕組み等）

法第76条第4項地区計画等形態意匠条例で、認定の手続き付

加

法第76条第5項地区計画等形態意匠条例で、処分に係る設計

者の氏名等の監督者への通知

法第107条罰則規定

都市計画法第33条第5項景観計画に定められた開発行為の制

限に係る許可基準

建築基準法第68条の９第2項準景観地区内の建築物の高さ等

の制限

建築基準法第85条の2景観重要建造物に対する制限緩和

無回答

（条例）
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（８） 景観重要公共施設の概要 

１） 景観重要公共施設の件数 
 

景観重要公共施設の施設別内訳

103

70

56

9

11

14

18

0 50 100 150

道路

河川

都市公園

海岸

港湾

漁港

その他

（計画）

 

 

 

 

（９） 景観整備機構の概要 

１） 景観整備機構の有無 

 
景観整備機構の有無

あり

18.4%（58団体）

なし

81.3%（257団体）

無回答

0.3%（1団体）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）景観整備機構の名称、指定年月日 

 
景観整備機構の名称・指定日 

・岩手県 ＮＰＯ法人 緑の相談室（平成21年12月） 

・岩手県 ＮＰＯ法人 いわて景観まちづくりセンター（平成22年6月） 

・岩手県奥州市 ＮＰＯ法人 緑の相談室（平成22年6月） 

・岩手県盛岡市 ＮＰＯ法人 緑の相談室（平成22年3月） 

・岩手県盛岡市 ＮＰＯ法人 いわて景観まちづくりセンター（平成23年1月） 

・岩手県遠野市 ＮＰＯ法人 緑の相談室（平成22年4月） 

・岩手県一関市 ＮＰＯ法人 緑の相談室（平成22年2月） 

・岩手県北上市 ＮＰＯ法人 緑の相談室（平成22年3月） 

・岩手県北上市 ＮＰＯ法人 いわてNPO-NETサポート（平成22年3月） 

・岩手県平泉町 ＮＰＯ法人 緑の相談室（平成22年2月） 

・茨城県 ＮＰＯ法人 茨城の暮らしと景観を考える会（平成17年6月） 

・茨城県 （社）茨城県建築士会（平成17年7月） 

・茨城県 （社）茨城県建築士事務所協会（平成17年9月） 

・埼玉県 （社）埼玉県建築士事務所協会（平成20年11月） 

・埼玉県 ＮＰＯ法人 都市づくりＮＰＯさいたま（平成23年1月） 

・埼玉県熊谷市 （社）埼玉県建築士事務所協会（平成22年6月） 

・埼玉県熊谷市 ＮＰＯ法人 住まいとまち創り集団木犀（平成22年8月） 

・埼玉県川口市 （社）埼玉県建築士事務所協会（平成21年6月） 

・千葉県 （社）千葉県建築士会（平成20年3月） 

・千葉県 （社）千葉県造園緑化工事業協会（平成21年11月） 

・東京都 ＮＰＯ法人 渋谷・青山景観整備機構（平成20年10月） 

・神奈川県鎌倉市 （社）ひと・まち・鎌倉ネットワーク（平成23年4月） 

・長野県 （社）長野県建築士会（平成17年10月） 

・長野県長野市 （社）長野県建築士会（平成20年5月） 

・長野県松本市 （社）長野県建築士会（平成20年8月） 

・長野県飯田市 （社）長野県建築士会（平成20年3月） 

・長野県諏訪市 （社）長野県建築士会（平成22年4月） 

・長野県茅野市 （社）長野県建築士会（平成22年7月） 

・長野県佐久市 （社）長野県建築士会（平成21年11月） 

・長野県千曲市 （社）長野県建築士会（平成21年11月） 

・長野県小布施町 （社）長野県建築士会（平成18年9月） 

・長野県高山村 （社）長野県建築士会（平成20年10月） 

・岐阜県岐阜市 （財）岐阜市にぎわいまち公社（平成22年5月） 

・静岡県 （社）日本造園建設業協会（平成18年9月） 

・静岡県 （社）静岡県建築士会（平成18年2月） 

・静岡県 （社）静岡県造園緑化協会（平成19年3月） 

・静岡県浜松市 （社）静岡県建築士会（平成21年8月） 

・静岡県三島市 （社）静岡県建築士会（平成18年10月） 

・静岡県富士市 （社）静岡県建築士会（平成18年10月） 

・静岡県袋井市 （社）静岡県建築士会（平成23年4月） 

・愛知県名古屋市 （財）名古屋都市整備公社（平成22年2月） 

・三重県 （社）三重県建築士会（平成21年4月） 

・三重県四日市市 （社）三重県建築士会（平成21年10月） 

・三重県伊勢市 （財）伊勢文化会議所（平成21年5月） 

・三重県伊勢市 （社）三重県建築士会（平成21年9月） 

・三重県松阪市 （社）三重県建築士会（平成22年2月） 

・京都府京都市 （財）京都市景観・まちづくりセンター（平成17年5月） 

・大阪府大阪市 （社）大阪府建築士事務所協会（平成18年8月） 

・大阪府大阪市 （財）大阪市都市工学情報センター（平成18年8月） 

・大阪府大阪市 （社）大阪府建築士会（平成19年12月） 

・大阪府大阪市 （財）大阪市スポーツ・みどり振興協会（平成19年12月） 

・大阪府吹田市 （社）大阪府建築士事務所協会（平成21年8月） 

・大阪府吹田市 （社）大阪府建築士会（平成21年11月） 

・大阪府箕面市 （社）大阪府建築士事務所協会（平成20年7月） 

・大阪府箕面市 （社）大阪府建築士会（平成20年7月） 

・奈良県 ＮＰＯ法人 大和社中（平成20年8月） 

・奈良県 ＮＰＯ法人 奈良高取土佐街なみ景観保存会（平成20年8月） 

・奈良県 ＮＰＯ法人 泊瀬門前町再興フォーラム（平成21年7月） 

・奈良県明日香村 ＮＰＯ法人 ＡＳＵＫＡ自然塾（平成21年8月） 

・鳥取県 ＮＰＯ法人 市民文化財ネットワーク鳥取（平成19年5月） 

・鳥取県鳥取市 ＮＰＯ法人 市民文化財ネットワーク鳥取（平成19年7月） 

・島根県松江市 ＮＰＯ法人 まつえ・まちづくり塾（平成20年7月） 

・島根県松江市 （社）島根県建築士会（平成20年7月） 

・岡山県 （社）岡山県建築士会（平成18年8月） 

・岡山県倉敷市 （社）岡山県建築士会（平成18年10月） 

・福岡県 （社）福岡県建築士会（平成22年10月） 

・福岡県 ＮＰＯ法人 北九州ビオトープ・ネットワーク研究会（平成23年2月） 

・佐賀県 （社）佐賀県建築士会（平成22年7月） 

・熊本県 （社）熊本県造園建設業協会（平成20年7月） 

・熊本県 （社）熊本県建築士会（平成20年9月） 

・大分県 （社）大分県建築士会（平成22年4月） 

・大分県中津市 ＮＰＯ法人 中津まちなみ会（平成22年10月） 

・宮崎県 （社）宮崎県建築士会（平成20年10月） 

・宮崎県 （財）宮崎県公園協会（平成20年11月） 

・宮崎県宮崎市 （社）宮崎県建築士会（平成20年12月） 

・宮崎県日向市 （社）宮崎県建築士会（平成21年7月） 

・宮崎県日之影町 （社）宮崎県建築士会（平成21年12月） 

・鹿児島県 （社）鹿児島県建築士会（平成19年7月） 

・鹿児島県 （社）鹿児島県造園建設業協会（平成19年8月） 

・鹿児島県鹿児島市 （社）鹿児島県建築士会（平成19年7月） 
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・鹿児島県鹿児島市 （社）鹿児島県造園建設業協会（平成19年9月） 

・鹿児島県薩摩川内市 （社）鹿児島県建築士会（平成21年3月） 

・鹿児島県薩摩川内市 （社）鹿児島県造園建設業協会（平成21年3月） 

・沖縄県 （社）沖縄県建築士会（平成20年9月） 

・沖縄県 （社）沖縄県造園建設業協会（平成20年11月） 

・沖縄県 ＮＰＯ法人 沖縄の風景を愛さする会（平成22年10月） 

計   58団体 計 延べ86法人（重複を除いてカウントした場合、50法人） 

 ［内 訳］ 

・財団法人 7法人（重複団体はなし） 

・社団法人 延べ55法人（重複を除いてカウントした場合、28法人） 

・ＮＰＯ法人 延べ24法人（重複を除いてカウントした場合、8法人） 
 

３） 景観整備機構の活動状況 

機構が実際に活動している業務（複数回答） 

 
景観整備機構の業務

73

10

8

3

2

74

74

6

0

0 20 40 60 80

専門家の派遣、情報の提供、相談その他の援助を

行うこと（法第93条第1号）

管理協定に基づき景観重要建造物又は樹木の管理

を行うこと（同第2号）

景観重要公共施設に関する事業等を行う又は参加

すること（同第3号）

景観重要公共施設に関する事業等に有効に利用で

きる土地の取得等を行うこと（同第4号）

景観農業振興地域整備計画内の農地について、委

託に基づき農作業を行い、又は土地についての権利

の取得等を行うこと（同第5号）

良好な景観の形成に関する調査研究を行うこと（同

第6号）

その他良好な景観の形成を促進するために必要な

業務を行うこと（同第7号）

特に活動していない

無回答

（団体）

問２．届出・審査等の運用状況について 

（１） 届出（法第16条第1項）の状況について 

１） 届出の運用に当たっての課題があればその内容 

（複数選択可） 

 
届出の運用に当たっての課題

190

78

21

18

15

26

0 50 100 150 200 250 300 350

色彩の変更など、届出がなされない

場合がある

建築確認とは別の手続きが必要とな

ることに対する事業者等の抵抗感が

大きい

法律・政令で定められた届出対象行

為以外にも届出を義務付けるべき行

為がある。（建築物の除却など）

他法令等に基づく制限がなされる場

合は、届出が適用除外される。（屋外

広告物、景観地区など）

その他

無回答

（団体）

２） 届出が適正に行われるための取組み（複数選択可） 

 
届出が適正に行われるための取組み

75

243

3

201

20

46

14

0 50 100 150 200 250 300 350

未届け物件のパトロール、指導

建築確認等の届出の際に、景観計画の

届出を行うよう指導

未届け物件に対する罰則の適用

パンフレットの配布、HPでの広報活動な

ど、普及・啓発活動の実施

その他

特になし、実績なし

無回答

（団体）

 

 

 

（２） 審査の状況について 

１） 審査に当たって、行為の制限が遵守されるよう、行っ

ている取組みの内容（複数選択可） 

 
行為の制限の遵守促進のための取組み

265 

165 

83 

40 

13 

42 

10 

0 50 100 150 200 250 300 350

事前相談による行為の制限の内容理解

チェックシート

行為の制限を遵守した具体例等のデザイン

ガイドライン

関係住民への説明会の開催等

その他

特になし、実績なし

無回答

（団体）

 

 

 

２） 勧告・変更命令の検討を行うに当たっての検討体制
（複数選択可） 

 
勧告・変更命令の検討体制

93

64

178

71

19

15

17

0 50 100 150 200 250 300 350

担当課の判断のみで行っている

必要に応じて庁内協議を行っている

景観審議会等の第三者機関の意見を聞

いている

景観アドバイザー等の専門家の意見を聞

いている

その他

特になし、実績なし

無回答

（団体）
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（３） 勧告の状況についてお尋ねします。 

対象：平成22年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日）の実績 

１） 平成22年度に、法第１６条第３項に基づく「勧告」を 

検討したことの有無 

 

法第16条第3項に基づく「勧告」の検討の有無

ある, 5.5%
（17団体）

ない, 84.0%
（258団体）

無回答, 10.4%
（32団体）

 

２） 対象：１）で「ある」と答えられた景観行政団体 

① 平成22年度に、勧告を行うことを検討した件数 

 
勧告の実施を検討した件数 

１５団体、２１３件 

※２団体は勧告の実施を検討した件数未回答 

 

② 勧告を行うことを検討した行為の制限（複数選択可） 

 
勧告の実施を検討した行為の制限

7

3

1

0

0

1

4

2

0

4

1

2

0 5 10 15

建築物の色彩

建築物の色彩以外の形態意匠

建築物の高さの限度

建築物の壁面の位置

最低限敷地面積

工作物の色彩

工作物の色彩以外の形態意匠

工作物の高さの限度

開発行為に関する制限

その他

特になし

無回答

（団体）

 

③ 平成22年度に勧告を行うことを検討したことがある案

件のうち、実際に勧告を行った件数 

 
実際に勧告を行った件数 

６団体、５７件 

 

④ 対象：④で実際に勧告を行ったことがあると答えた景観行政団体 

勧告した理由（複数選択可） 
勧告を実施した理由

1

0

4

0

1

0 2 4 6 8 10

数値基準を大きく逸脱していたため

僅かではあるが、数値基準に違反してい

たため

数値規準は満たしていたが、定性的な基

準に違反していたため

その他

無回答

（団体）

⑤ 平成22年度に勧告を行うことを検討したことがある案

件のうち、勧告に至らなかったことがある場合は、その理

由（複数選択可） 

 
勧告に至らなかった理由

4

3

1

3

1

1

1

0 2 4 6 8 10

届出後の協議により、行為の制限を遵守する

内容に変更されたため

勧告したかったが、行為の制限の記載内容に

勧告するだけの具体明示性がなかったため

検討の結果、行為の制限の範囲と判断したた

め

周辺の状況から見て、やむを得ないと判断し

たため

次回以降の届出の際は、適合させることを約

束されたため

その他

無回答

（団体）

 

（４） 変更命令の状況について 

対象：平成22年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日）の実績 

１）平成22年度に、法第１７条第１項に基づく「変更命令」を

行うことを検討したことの有無 

 
変更命令の検討の有無

ある

2.3%（7団体）

ない

87.3%（268団

体）

無回答

10.4%（32団体）

２） 対象：１）で 変更命令を行うことを検討したことが 「ある」と答た景観

行政団体 

① 平成22年度に変更命令を行うことを検討した件数 

 
変更命令の実施を検討した件数 

６団体、６件 

※１団体は変更命令の実施を検討した件数未回答 
 

② 平成22年度に変更命令を行うことを検討した行為の

制限（複数選択可） 

 
変更命令の実施を検討した行為の制限

5

1

0

0

0

1

0 2 4 6 8 10

建築物の色彩

建築物の色彩以外の形態意匠

工作物の色彩

工作物の色彩以外の形態意匠

その他

無回答

（団体）

 

２）へ 

２）へ 
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③ 平成22年度に変更命令を行うことを検討したことがあ

る案件のうち、実際に変更命令を行ったことがある件数 

 
変更命令を実施した理由 

回答なし 
 

④ 平成22年度に変更命令を行うことを検討したことがあ

る案件のうち、変更命令に至らなかったことがある理由

（複数選択可） 

 
変更命令に至らなかった理由

4

2

2

1

0

1

0

0 2 4 6 8 10

届出後の協議により、行為の制限を遵守する

内容に変更されたため

変更命令したかったが、行為の制限の記載内

容に変更命令するだけの具体明示性がなかっ

たため

検討の結果、行為の制限の範囲と判断したた

め

周辺の状況から見て、やむを得ないと判断した

ため

次回以降の届出の際は、適合させることを約

束されたため

その他

無回答

（団体）

（５） 勧告、変更命令の効力と運用課題についてお尋ねし

ます。 

１） 勧告、変更命令の効力についてお知らせください。（概

ねの傾向） 
勧告、変更命令の効力

19

106

37

11

9

107

37

0 50 100 150 200 250 300 350

数値基準や定性基準について、十分な配慮

がなされている。

数値基準は遵守されており、定性基準に対し

ても何らかの配慮がなされている。

数値基準のみ遵守されている。

数値基準についても十分に遵守されない場

合がある。

その他

特になし、実績なし、分からない

無回答

（団体）

※単数選択設問だが、複数選択した団体が５つあった。 

２） 景観計画策定以前に、自主条例に基づく届出・指導が

行なわれていた場合には、自主条例運用時との違い 

（複数選択可） 
自主条例運用時との違い

47

78

56

6

7

81

42

57

0 50 100 150 200 250 300 350

基準がよく遵守されるようになった。

事前協議等における助言や提案が受け入

れられやすくなった。

あまり変わらない、分からない。

基準内容が限定され、良好な景観形成へ

の誘導幅が狭くなった

その他

自主条例に基づく届出・指導は行っていな

かった

特になし、実績なし

無回答

（団体）

３） 審査・勧告・変更命令の運用課題（複数選択可） 

 
審査・勧告・変更命令の運用課題

48

120

194

72

41

8

71

26

0 50 100 150 200 250 300 350

審査手続きに30日以上要する場合がある

担当職員では、勧告・変更命令の判断が困難

数値基準に違反するもの以外は、勧告や変

更命令が出しにくい

都市計画で定められた用途や高さの自由度

が高いため、形態意匠の指導にも限界がある

届出の段階では、既に建築確認を受けている

など、変更に対応できない

その他

特になし、実績なし

無回答

（団体）

（６） 事前協議や事前相談（以下、事前協議等）の状況 

１） 届出に際して、事前協議等の機会の有無 

 
事前協議の有無

72

38

155

15

16

11

0 50 100 150 200 250 300 350

条例で義務付けている（例：協議しなければな

らない、相談するものとする）

条例で位置付けているが任意（例：協議するこ

とができる）

条例に位置付けていないが、任意で事前協議

等をお願いしている

別の制度を活用して事前協議等の機会を設

けている

事前協議等の機会を設けていない

無回答

（団体）

２） 対象：１）で事前協議等を「条例で義務付けている」、「条例で位置付

けているが任意である」、「条例に位置付けていないが、任意で事前協議

等をお願いしている」と答えた景観行政団体 

① 事前協議等の実施時期の明示 

 
事前協議の時期

30

62

159

11

3

0 50 100 150 200 250 300 350

届出の何日前と明示している

できるだけ早い時期にとし、日数は明示してい

ない

特に定めていない

その他

無回答

（団体）

② 事前協議等を実施する主な目的 

 
事前協議の目的

153

89

165

8

1

0 50 100 150 200 250 300 350

行為の制限の遵守を促すため

計画の見直し期間の確保のため

柔軟な協議、調整による計画の質の向上の

ため

その他

無回答

（団体）
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③ 事前協議等で行う内容（複数選択可） 

 
事前協議の内容

230

244

98

50

11

1

0 50 100 150 200 250 300 350

届出対象行為や行為の制限の内容の説明

計画内容の事前チェック

個別の計画地に即したデザイン協議

地域の特性など、対象敷地及び周辺の読みと

き方

その他

無回答

（団体）

④ 事前協議等の主体及び方法（複数選択可） 

 
事前協議の主体及び方法

222

21

1

30

29

3

0 50 100 150 200 250 300 350

専門家等に相談する場合もあるが、基本的

に、行政担当者が事業者と事前協議等を行

う。

行政職員と事業者との協議の場に専門家が

同席し事前協議等を行っている。

事業者が直接専門家等と事前協議を行い、そ

の結果を行政に報告してもらっている。

景観審議会等の第三者組織に諮っている。

その他

無回答

（団体）

⑤ 事前協議等の際に事業者へ求めている資料等（複数

選択可） 

 
事前協議で事業者の求めるツール

239

102

5

51

53

19

3

0 50 100 150 200 250 300 350

計画図面（配置、平面、立面等）

計画のCG、パース

計画の模型

デザインチェックリスト

その他

特にない

無回答

（団体）

⑥ 事前協議等を実施するにあたっての課題 

 
事前協議の課題

10

30

131

30

15

87

15

0 50 100 150 200 250 300 350

事前協議等をできる人材がいない

事業者の協力・理解が得られない

事前協議等の段階では、計画がほぼ固まっ

ており、協議できることが限られている。

法的根拠がないため、実効性がない

その他

特にない

無回答

（団体）

  


